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（社）信州・長野県観光協会の概要

１ 沿 革

２ 目 的（組織目標）

観光関連産業の振興を図り、もって地域経済の活性化及び地域文化の向上に資することを目的とする。

３ 会 員 数

４ 事務局職員数

５ 主な事業内容

【観光振興事業】

○ 県の負担金事業（県と連携したプロモーション、海外からの誘客促進等）

○ 県からの受託事業（県外観光情報センターの運営、県公式観光サイトの管理運営）

○ 協会独自の事業（物産販売、信州スノーキッズ倶楽部等）

○ 会費を財源とする事業（会員と連携した誘客宣伝事業、ガイドブックの制作等）

【施設事業】

○ 市町村の要請に基づく観光施設整備、別荘地の販売、温泉施設の管理運営

昭和３５年１２月１４日 社団法人 長野県観光開発公社 設立

昭和４４年１２月１０日 社団法人 長野県観光連盟 設立

平成１３年 ４月 １日 社団法人 長野県観光協会 発足 ［（社）長野県観光開発公社と（社）長野県観光連盟とを統合］

平成１６年 ８月１２日 社団法人 信州・長野県観光協会 に名称変更

県 市町村 民間団体等 計

１ ７７ ７１ １４９

（H24.7.1現在）

常勤役員 プロパー 県派遣 民間から出向 嘱託員 臨時職員 計

１ １１ ５ ４ １０ ２ ３３

（H24.7.1現在）

※東京・名古屋・大阪の県外観光情報センター職員を含む。
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６ 決算状況

区分／年度 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

観光振
興
事業

収 入 １６６ ２９２ ２８４ ３３０ ３７０ ２６０ ２５５ ２６２ ２６１ ２１２

費 用 １９５ ３３６ ３２１ ３０６ ４２０ ２８４ ２９７ ３０６ ３０９ ２５５

収支差 △２９ △４４ △３７ ２４ △５０ △２４ △４２ △４４ △４８ △４３

施設事
業

収 入 １６９ １６１ ２５８ １２５ １１３ ９７ ７４ ６３ ７０ ７０

費 用 １２２ １０４ ２１３ ４１８ ９６ ８６ ６２ ５５ ５３ ７８

収支差 ４７ ５７ ４５ △２９３ １７ １１ １２ ８ １７ △８

国民宿
舎
事業

収 入 １４８ １４８ １５２ ４４５

費 用 １５０ １５２ １５８ ５０９

収支差 △２ △４ △６ △６４

全
体

収 入 ４８３ ６０１ ６９４ ９００ ４８３ ３５６ ３２９ ３２５ ３３１ ２８２

費 用 ４６７ ５９２ ６９２ １，２３３ ５１６ ３６９ ３５９ ３６１ ３６２ ３３３

収支差 １６ ９ ２ △３３３ △３３ △１３ △３０ △３６ △３１ △５１

期末正味資産 ２，１６４ ２，１７３ ２，１７５ １，８４２ １，８０９ １，７９６ １，７６６ １，７３０ １，６９９ １，６４８

(単位：百万円）

※７年連続して「赤字」決算
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７ 公益法人制度改革への対応

平成25年度からの 『一般社団法人（非営利型）』 移行を目指す。 ※平成23年3月29日開催の総会で議決

■ 本来は、『公益社団法人』への移行が望ましい。

※協会の目的（組織目標）は、地域経済の活性化及び地域文化の向上
※長野県全体の観光振興を図るための公益目的事業の実施が主目的

『一般社団法人』移行後も公益目的支出計画に基づき不特定多数の者の利益の増進に寄与する「公益事業」
の実施が義務付けられるため、協会の組織目標にも合致し、県や市町村、観光事業者等の会員からの要請に
も応えられる。（平成23年度末正味財産約16億円を、公益事業の実施により40年かけて消費）

公益認定基準（下記①･②）を継続的に満たすことが難しい。

■ 『一般社団法人』への移行を選択

協会本来の民間感覚を活かした柔軟な事業展開に加え、法人として維持・運営できるよう必要な財源を確保

するための新たな自主事業や収益事業の拡大など、より自由度の高い業務運営と事業展開が可能

公益法人移行後に認定基準をクリアできない場合、公益
認定が取り消され､１ケ月以内に他の類似目的の法人等
に残余財産を譲渡しなければならないリスクあり。

①公益目的事業に係る費用が法人全体に係る費用の５０％
以上

・将来、県との連携事業など公益目的事業が縮小したり､収益事
業の規模が大きくなった場合に、基準をクリアできなくなる恐れ
あり。

②遊休財産が１年間の公益目的事業費相当額を超えない
こと

・市町村に貸し付けている観光施設建設費の年賦金（長期返
済金） が将来､使途目的のない預金（遊休財産） となるため、
基準をクリアできなくなる恐れあり。



一般社団法人化を契機とした
(社)信州･長野県観光協会の使命の転換

●これまでの観光協会は･･･

●観光協会は、次の４点について転換を図る。平成23年3月29日開催の総会で議決

【大前提】 Ⅰ 観光振興を経済活動と認識 Ⅱ 長野県の観光振興グランドデザインと整合を図る。

●長野県は･･･

①幅広い主体の総合調整、②全県的な事業展開、③県境を越えた広域観光の推進、④観光分野でのブラ

ンディング に注力しつつ、 「オール長野県」での観光振興を牽引。

県との役割分担が
必ずしも明確でない① 「観光立県長野」再興計画（H20.2） ～適切な役割分担のもと互いに協働～

［ 県 ］ 総合調整、人材育成や国際観光など全県的な事業、県境を越えた広域観光
［協会］ 旅行商品の造成、販売など営利に結び付く誘客宣伝活動、民間感覚を活かした

柔軟でスピーディな事業展開

② 民間だからこそできる事業の不足
会員ニーズである「経済効果」につながる事業の展開が不足

会員ニーズに十分
に

応えられていない

総花的でなく、個別具体的な事業を展開 全県一律から、地域ごとの特性を活かした取組支援へ

観光商品の企画・造成・販売を通じて「経済効果」を
追求する組織へ

行政の補完ではなく、公益を主体的に担う組織へ

① 総論から各論へ ② 全県主義から地域主義へ

③ 実態消費活動に寄与 ④ 官から公へ

H25.4～
一般社団法人化
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観光協会の「自立的な運営」に関する２つのポイント

① 観光協会の自助努力・自己改革による効率化

● 給与を含めた賃金体系の見直し
● 組織や事業の規模に見合った効率的な人員配置

※収益事業への人員シフト等

自主財源
の確保

● 「収益事業」の拡充
※ＷＥＢを活用した宿泊予約、物産販売
※着地型商品の企画・造成・販売

● 人材育成方針（計画）の策定
＜現有プロパー職員のスキルアップ＞
※資格免許の取得の促進、各種研修への参加

＜外部能力の注入・活用＞
※専門的知識を有する人材の採用（ＷＥＢ、商品造成）、会員である観光事業者からの職員派遣

● 人事評価制度の導入

② 県負担金事業のあり方（人件費の負担）
・ 観光協会の人件費の削減や組織の見直し、収益事業の実施等の自助努力・自己改革を前提に､
県負担金事業に係る人件費分の負担のあり方について、次の３通りについて今後検討する。

○ 負担金事業に人件費を盛り込み、委託事業として実施
○ 負担金事業の人件費相当額を「事業執行に伴う人件費補助」として別途補助
○ 現行どおり、事業費を県が負担し、人件費は協会が負担

経費削減

人材育成
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